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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

回次
第61期

第１四半期
連結累計期間

第62期
第１四半期
連結累計期間

第61期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 63,888 65,857 265,886

経常利益 (百万円) 3,323 3,424 13,432

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 2,038 2,375 7,835

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,383 2,368 12,501

純資産額 (百万円) 153,707 165,021 163,916

総資産額 (百万円) 205,649 218,748 224,358

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 18.37 21.40 70.59

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 74.4 74.4 72.1
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中または参照元における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断し

たものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、景気の緩やかな回復基調が続き企業収益も総じて改善傾向に

あるものの、個人消費の停滞や、ヨーロッパや中国など海外景気の下振れリスクもあり、不安定な状況で推移しま

した。

ビジネスフォーム業界におきましては、企業の経費削減の徹底による価格低下やＩＴ化・ネットワーク化の進展

に加えて、原材料価格や人件費、物流コストの上昇などにより、厳しい経営環境となりました。

また、公的機関などにおいて相次いだ個人情報漏えい事件などの影響もあり、情報セキュリティ対策の重要性が

より一層高まりました。

このような状況のなか、当社グループは持続的な成長の実現に向けて、データ・プリント・サービス（ＤＰＳ）

を核としたビジネスプロセスアウトソーシング（ＢＰＯ）の受託拡大や、ペーパーメディアとＩＴを組み合わせた

独自のソリューションの開発を推進しました。海外市場においては、香港・シンガポールなどの海外市場の深耕に

注力するとともに、連結子会社化したタイのデータ・プロダクツ・トッパン・フォームズ社（ＤＰＴＦ）との連携

強化を図りました。

また、製造拠点の集約効果の取り込みや生産性向上などによる製造コストのさらなる削減を推進し、収益力の強

化に努めるとともに、積極的なＩＴ投資による収益拡大や事業革新に取り組みました。

以上の結果、前年同四半期に比べ売上高は3.1％増の658億円、営業利益は0.5％減の30億円、経常利益は3.0％増

の34億円、親会社株主に帰属する四半期純利益は16.5％増の23億円となりました。

セグメント別の業績を示すと、次の通りであります。

印 刷 事 業 売 上 高 515億円（対前年同四半期 3.4％増）

セグメント利益（営業利益） 38億円（対前年同四半期 3.4％増）

ビジネスフォームでは、帳票を中心とする印刷物の調達業務を一括で受託する企画・提案や、科学的アプローチ

による印刷物の改善提案を推進しましたが、電子化に伴う需要量の減少や、配送伝票の簡素化に伴う単価ダウンな

どにより、前年から減収となりました。

ＤＰＳは、企業の経費削減に伴う単価ダウンや、販売促進用ダイレクトメールの需要減はあったものの、自治体

や金融機関などからのＢＰＯ受託が堅調に増加したことに加え、プリント業務一括アウトソーシングや、デジタル

印刷技術を活用したパーソナル印刷物需要の取り込みなどにより、前年から増収となりました。

ＩＣＴは、電波法改正による周波数帯移行案件が一巡したことに伴うＩＣタグの減少や、Ｗｅｂシステムの更新

減などがありましたが、ＤＰＴＦの連結子会社化や、国内におけるポイントカードや電子マネーカード、カード発

行機器の取り込みなどにより、前年から増収となりました。

なお、ビジネスフォームの減少などの影響がありましたが、その他の領域での売上増加に伴う利益増の他、機械

化・システム化の推進による生産効率の改善など、徹底した製造コストの削減を図り、営業利益における収益性を

維持しました。

以上の結果、印刷事業では前年に比べて増収増益となりました。
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商 品 事 業 売 上 高 143億円（対前年同四半期 1.9％増）

セグメント利益（営業利益） ３億円（対前年同四半期 24.9％減）

サプライ品は、運輸・流通業界をターゲットとした高機能保冷材などの開発商品の販売を推進するとともに、独

自のウェブ購買システム「オータスカリ」を活用した顧客の囲い込みを図りましたが、低差益案件の見直しなどに

より、前年から減収となりました。

事務機器関連では、スキャナー・入力機器類の受注減や、アウトソーシング化の進展によるメーリング関連機器

の需要減とそれに伴う保守業務減の影響はあったものの、金融機関や物流企業向けの事務機器の拡販、香港市場に

おけるＩＴ関連機器の拡販により、前年から増収となりました。

システム運用受託事業につきましては、金融およびＩＴ企業などからのシステム運用受託の拡大や新規案件の取

り込みにより、前年より増収となりました。

なお、付加価値の高い開発商品やシステム運用受託の拡販があったものの、コピー用紙などの仕入価格上昇の影

響などにより、営業利益における収益性は低下しました。

以上の結果、商品事業では前年に比べて増収減益となりました。

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、前連結会計年度末に比べ資産合計は56億円減の2,187億円、負債合

計は67億円減の537億円、純資産合計は11億円増の1,650億円となりました。この結果、自己資本比率は74.4％とな

りました。

(3) 研究開発活動

当社グループは、情報デジタル化の進展に伴い、紙媒体のビジネスフォームと電子技術を融合したＤＰＳ、ＩＣ

関連、ならびにインターネット関連などに事業領域を広げ、総合的な情報管理ソリューションサービスの実現に向

けて、積極的な研究開発活動を行っております。

研究開発は中央研究所、ＩＣＴ事業部、商品事業部、ＩＴ統括本部を中心に推進し、当第１四半期連結累計期間

における開発人員は102名で、研究開発費は345百万円であります。

当第１四半期連結累計期間における研究開発活動をセグメント別に示すと、次の通りです。なお、研究開発費に

ついては、基礎研究にかかる費用を、次のセグメントごとに配分することができないため、研究開発費の総額のみ

を記載しております。

印 刷 事 業

ビジネスフォーム市場のリーディングカンパニーとして、紙媒体の利便性、安全性を追求するとともに、電子媒

体との複合化や高機能化を進めるため、基礎技術・要素技術をベースに新製品開発や材料・生産技術の開発・改良

を行っております。

ＩＣＴ分野では、通知カードや個人番号カードの券面をスマートフォンのカメラ機能で撮影することにより、安

全かつ効率的にマイナンバーを取得するサービス「ＦａｓｔＮｕｍｂｅｒ／ファストナンバー」を開発いたしまし

た。

商 品 事 業

事務機器関連では、事務処理の効率化や、環境保護、個人情報保護、セキュリティ強化対策のニーズに対応する

各種機器の開発に取り組んでおります。

保冷剤関連では、高機能保冷剤「メカクール」においてドライアイスの代替品となる－25℃帯を改良し、従来品

に比べて凍結に要する時間を30％短縮しました。融解時に紫色、凍結時には黄色となり、融解と凍結を明確に区別

する"見える化"にも対応しています。
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(4) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、前連結会計年度末に計画中であった主要な設備の新設のうち、完成したも

のは次の通りであります。

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容 完成年月

トッパン・フォームズ関西㈱
大阪桜井工場

（大阪府三島郡）
印刷事業 プリンター 平成27年５月
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

② 【発行済株式】

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 115,000,000 115,000,000
東京証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おいて標準となる株式。単元
株式数は100株であります。

計 115,000,000 115,000,000 ― ―

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年４月１日～
平成27年６月30日

― 115,000,000 ― 11,750 ― 9,270
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成27年３月31日現在

(注)  「単元未満株式」の欄には、自己株式が15株含まれております。

② 【自己株式等】

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― 権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式普通株式 4,003,500

完全議決権株式(その他) 普通株式 110,992,600 1,109,926 同上

単元未満株式 普通株式 3,900 ― ―

発行済株式総数 115,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,109,926 ―

平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
トッパン・フォームズ㈱

東京都港区東新橋
１－７－３

4,003,500 ― 4,003,500 3.5

計 ― 4,003,500 ― 4,003,500 3.5
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、ＰｗＣあらた監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、従来、当社が監査証明を受けているあらた監査法人は、平成27年７月１日に名称を変更し、ＰｗＣあらた監

査法人となりました。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 53,680 50,120

受取手形及び売掛金 49,522 47,150

有価証券 1,100 1,178

商品及び製品 7,974 8,400

仕掛品 1,054 1,101

原材料及び貯蔵品 2,377 2,477

繰延税金資産 2,222 1,407

その他 3,827 4,662

貸倒引当金 △122 △188

流動資産合計 121,637 116,310

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 65,298 65,257

減価償却累計額 △29,916 △30,411

建物及び構築物（純額） 35,381 34,846

機械装置及び運搬具 77,837 78,032

減価償却累計額 △67,554 △67,953

機械装置及び運搬具（純額） 10,283 10,079

工具、器具及び備品 14,855 14,803

減価償却累計額 △11,347 △11,526

工具、器具及び備品（純額） 3,508 3,276

土地 23,368 23,367

リース資産 494 489

減価償却累計額 △445 △445

リース資産（純額） 48 43

建設仮勘定 234 677

有形固定資産合計 72,825 72,290

無形固定資産

のれん 1,125 1,071

その他 5,215 4,986

無形固定資産合計 6,341 6,058

投資その他の資産

投資有価証券 18,134 18,640

繰延税金資産 1,236 1,063

その他 4,629 4,834

貸倒引当金 △447 △449

投資その他の資産合計 23,553 24,088

固定資産合計 102,720 102,437

資産合計 224,358 218,748
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 24,203 19,304

電子記録債務 10,416 13,092

短期借入金 182 174

未払法人税等 2,251 418

未払消費税等 3,272 1,564

賞与引当金 4,814 2,639

役員賞与引当金 57 14

設備関係支払手形 297 336

営業外電子記録債務 636 1,032

その他 9,532 10,689

流動負債合計 55,664 49,267

固定負債

繰延税金負債 1,026 1,128

退職給付に係る負債 2,328 1,982

役員退職慰労引当金 169 130

資産除去債務 687 688

その他 565 528

固定負債合計 4,777 4,458

負債合計 60,442 53,726

純資産の部

株主資本

資本金 11,750 11,750

資本剰余金 9,270 9,270

利益剰余金 138,958 139,946

自己株式 △4,916 △4,916

株主資本合計 155,062 156,050

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,537 3,757

為替換算調整勘定 1,187 972

退職給付に係る調整累計額 1,977 1,976

その他の包括利益累計額合計 6,703 6,705

非支配株主持分 2,150 2,265

純資産合計 163,916 165,021

負債純資産合計 224,358 218,748
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

売上高 63,888 65,857

売上原価 51,000 52,146

売上総利益 12,888 13,711

販売費及び一般管理費 9,784 10,623

営業利益 3,104 3,087

営業外収益

受取利息 32 28

受取配当金 122 127

持分法による投資利益 33 38

その他 122 168

営業外収益合計 311 362

営業外費用

為替差損 4 1

賃貸費用 16 10

その他 71 14

営業外費用合計 92 26

経常利益 3,323 3,424

特別利益

投資有価証券売却益 11 460

その他 2 0

特別利益合計 13 460

特別損失

固定資産除却損 5 12

事業所移転費用 116 ―

周年事業費 ― 71

その他 2 17

特別損失合計 123 100

税金等調整前四半期純利益 3,214 3,783

法人税、住民税及び事業税 311 290

法人税等調整額 863 1,126

法人税等合計 1,175 1,416

四半期純利益 2,038 2,366

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

0 △8

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,038 2,375
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

四半期純利益 2,038 2,366

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 407 219

為替換算調整勘定 △137 △215

退職給付に係る調整額 48 △1

持分法適用会社に対する持分相当額 26 △0

その他の包括利益合計 345 1

四半期包括利益 2,383 2,368

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,382 2,377

非支配株主に係る四半期包括利益 1 △8
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

通りであります。

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（ 自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（ 自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

(企業結合に関する会計基準等の適用)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する

当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用

として計上する方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につ

いては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の

四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の

期首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 1,977百万円 2,095百万円

のれんの償却額 25 〃 54 〃

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 1,387 12.5 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,387 12.5 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(注) １. セグメント利益の調整額△1,023百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,023百万円で

あります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(注) １. セグメント利益の調整額△1,053百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,053百万円で

あります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２印刷事業 商品事業 計

売上高

外部顧客への売上高 49,844 14,044 63,888 ― 63,888

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 49,844 14,044 63,888 ― 63,888

セグメント利益 3,678 449 4,127 △1,023 3,104

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２印刷事業 商品事業 計

売上高

外部顧客への売上高 51,540 14,317 65,857 ― 65,857

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 51,540 14,317 65,857 ― 65,857

セグメント利益 3,803 337 4,141 △1,053 3,087
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 18円37銭 21円40銭

    (算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 2,038 2,375

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

2,038 2,375

普通株式の期中平均株式数(千株) 110,996 110,996
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年８月14日

トッパン・フォームズ株式会社

取 締 役 会 御 中

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトッパン・フォ

ームズ株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４

月１日から平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トッパン・フォームズ株式会社及び連結子会社の平成27年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

Ｐ ｗ Ｃ あ ら た 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 仲 澤 孝 宏 印

指定社員
業務執行社員

公認会計士 千 葉 達 哉 印

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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